
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training

No.149　2015年 5 月

建設労働者に関する分析
－建設事業主団体等へのヒアリング調査を中心に－

JILPT資料シリーズ

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training

KDIC 84DIC649 ニス
版

定価（本体1,400円＋税）

ISBN978-4-538-87146-2
C3336 ¥1400E

J
IL
P
T

N
o
.1
4
9
2
0
1
5

建
設
労
働
者
に
関
す
る
分
析 

｜

建
設
事
業
主
団
体
等
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
中
心
に

｜

建
設
労
働
者
に
関
す
る
分
析 

｜

建
設
事
業
主
団
体
等
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
中
心
に

｜

労
働
政
策
研
究 

・ 

研
修
機
構

9784538871462

1923336014000



JILPT 資料シリーズ No.149 
2015 年 5 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設労働者に関する分析 

―建設事業主団体等へのヒアリング調査を中心に― 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
The Japan Institute for Labour Policy and Training 



 



ま え が き 

 

 

建設業は関連業種を含めると国内の就業者の約１割が従事する主要産業のひとつであ

る。しかし、バブル崩壊後の 1990 年代後半からは、主に公共工事や民間の建設投資が大

幅に減少するなか、建設業許可業者数、建設業就業者数とも年を追うごとに減少傾向が加

速してきた。さらに、リーマン・ショックを経て、廃業する業者や離職者の数も一段と増

加した。 

しかし、ここ数年、足もとの景気回復に伴う建設工事の増加やいわゆるアベノミクスに

よる公共事業の積み増し、さらに東日本大震災の復興需要の増大から、建設関連の職業で

は有効求人倍率が大きく上昇するなど人手不足感が急速に強まっている。その結果、公共

工事の入札不調率の上昇、民間設備投資の進捗の遅れや規模縮小といった影響も現れ始め

ている。この人手不足の背景としては、バブル崩壊以降の業者・就業者数の大幅な減少に

よって需給バランスが大きく崩れたことがある。 

この調査は、建設業の全国的な人材不足が指摘されている一方、東京オリンピック開催

などに向けた建設需要の拡大が見込まれるなか、現場の過不足状況、需給見通し、賃金の

状況、人材確保・育成策などについて、建設事業主団体、専門工事業団体、労働組合、認

定職業訓練校等にヒアリング調査を実施し、課題を抽出したものである。 

さらに、建設業における人材不足の状況や今後の労働力供給の見通しについて、既存統

計等を収集・整理し、若干の分析を加えている。 

本書が建設業における人材不足を解消するための方策を検討する一助となれば幸いで

ある。 
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